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障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号） 

 

（定義）  

第５条（-略-） 

２ この法律において「居宅介護」とは、障害者等につき、居宅において入浴、排せつ又

は食事の介護その他の主務省令で定める便宜を供与することをいう。 

３ この法律において「重度訪問介護」とは、重度の肢体不自由者その他の障害者であっ

て常時介護を要するものとして主務省令で定めるものにつき、居宅又はこれに相当する

場所として主務省令で定める場所における入浴、排せつ又は食事の介護その他の主務省

令で定める便宜及び外出時における移動中の介護を総合的に供与することをいう。 

４ この法律において「同行援護」とは、視覚障害により、移動に著しい困難を有する障

害者等につき、外出時において、当該障害者等に同行し、移動に必要な情報を提供する

とともに、移動の援護その他の主務省令で定める便宜を供与することをいう。 

５ この法律において「行動援護」とは、知的障害又は精神障害により行動上著しい困難

を有する障害者等であって常時介護を要するものにつき、当該障害者等が行動する際に

生じ得る危険を回避するために必要な援護、外出時における移動中の介護その他の主務

省令で定める便宜を供与することをいう。 

６～２８（-略-） 

 

（指定の取消し等） 

第 50 条 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該指定障害

福祉サービス事業者に係る第二十九条第一項の指定を取り消し、又は期間を定めてその

指定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。 

一～四（-略-） 

五 指定障害福祉サービス事業者が、第四十三条第二項の都道府県の条例で定める指定 

障害福祉サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な指定障害福祉 

サービスの事業の運営をすることができなくなったとき。 

六 介護給付費若しくは訓練等給付費又は療養介護医療費の請求に関し不正があった 

とき。 

七～十三（-略-） 

 
東京都指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条例（平成 24

年 12 月 13日条例第 155号） 

 

(サービスの提供の記録) 

第 23条 指定居宅介護事業者は、指定居宅介護を提供した際は、当該指定居宅介護の提供

日、内容その他必要な事項を、その都度記録しなければならない。 

 

 


